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連結子会社からの事業譲受けに関するお知らせ 

 
当社は、平成 24 年 1 月 25 日開催の取締役会において、当社の連結子会社である相模原部品工業

株式会社（以下、「相模原部品工業」といいます。）から事業の全部を譲り受けることを決議いたし

ましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 
 

１． 事業譲受けの理由 
当社グループは、工業用デザインモデルを軸とした新製品開発支援企業グループであり、開発支

援事業（企画、デザイン、設計、モデル）、金型事業、成形事業及びその他事業を営んでおります。 
うち、当社が平成 18 年 8 月に連結子会社化しました相模原部品工業は、プラスチック射出成形品

の製造、組立及び販売を行っております。 
当社は現在、国内外グループ企業の組織・技術・人的資源の再編を図り、業務の効率化、合理化

並びに管理体制の一層の強化を行っており、事業再生計画遂行の一環として、開発主導で生じる少

量品一括生産ニーズへの対応力を強化するとともに、最適な業務運営体制の構築を目指すべく、こ

の度、相模原部品工業から事業の全部を譲り受けることを決議いたしました。 

 

２． 事業譲受けの概要 

（１）譲受け事業の内容 
相模原部品工業が行っているプラスチック射出成形品の製造、組立及び販売 

 

（２）当該子会社の経営成績 

決算期 平成 21 年 3 月期 平成 22 年 3 月期 平成 23 年 3 月期 

純 資 産  553 百万円 565 百万円 601 百万円 

総 資 産  1,129 百万円 1,107 百万円 1,109 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産 1,383,000 円 1,413,217 円 1,504,935 円 

売 上 高  993 百万円 1,014 百万円 1,154 百万円 

営 業 利 益  △35 百万円 20 百万円 64 百万円 

経 常 利 益  △35 百万円 21 百万円 67 百万円 

当 期 純 利 益  △19 百万円 12 百万円 36 百万円 

１株当たり当期純利益 △47,940 円 30,218 円 91,715 円 

１ 株 当 た り 配 当 金 0.00 円 0.00 円 0.00 円 

 



（３）当該子会社の資産・負債の項目及び金額（平成 23 年 9 月期） 

（単位：百万円） 
資 産 負 債 

項 目 帳 簿 価 額 項 目 帳 簿 価 額 

流 動 資 産 501 流 動 負 債 498 

固 定 資 産 288 固 定 負 債 32 

合 計 789 合 計 531 

 

（４）譲受け価額及び決済方法 
当社が事業を譲り受ける際の対価は、譲渡実行日の前日現在における帳簿価額を基準とし、相

模原部品工業と協議の上、確定する予定であります。また、決済方法につきましても、相模原部

品工業と協議の上、決定する予定であります。 

 

３． 日程 
平成 24 年 1 月 25 日  取締役会決議、事業譲渡契約締結（当社及び相模原部品工業） 
平成 24 年 4 月 1 日  事業譲受け期日（予定） 
※本事業譲受けは、会社法第 468 条第 2 項に定める簡易事業譲受の規定及び同条第 1 項に定め

る略式事業譲渡の規定により、当社及び相模原部品工業の株主総会での承認を得ることなく

行うものであります。 

 

４． 相手先の概要 

（１）名 称 相模原部品工業株式会社 
（２）所 在 地 神奈川県相模原市緑区橋本台 2-6-28 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 島田 一弘 
（４）事 業 内 容  プラスチック射出成形品の製造、組立及び販売 

（５）資   本   金  20 百万円 
（６）設 立 年 月 日  昭和 58 年 12 月 16 日 
（７）直前事業年度の純資産 601 百万円 
（８）直前事業年度の総資産 1,109 百万円 
（９）大株主及び持株比率 株式会社アーク （100％） 

（10）当 社 と の 関 係  資 本 関 係 当社が発行済み株式の 100%を保有しております。

 人 的 関 係 当社の従業員 2 名が取締役を、当社の従業員 1 名が
監査役を、それぞれ兼務しております。 

 取 引 関 係 当社は当該会社へ製品の製造を委託しております。

 

５． 会計処理の概要 
「企業結合に係る会計基準」（企業会計基準委員会 平成 20 年 12 月 26 日公表分 企業会計基準第

21 号）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委員会 
平成 20 年 12 月 26 日公表分 企業会計基準適用指針第 10 号）に基づき、「共通支配下の取引等」

の会計処理を適用することとなります。 

 

６． 今後の見通し 
相模原部品工業の今後については、解散を含めて検討中であります。なお、相模原部品工業は当

社の連結子会社であり、本事業譲受けに伴う連結業績に与える影響はありません。 

 

以 上 


